
平成３０年度鳥取県環境学術研究等振興事業（環境創造部門） 

 

 

１ 募集内容 

 (1) 対象機関 

     公立鳥取環境大学、鳥取短期大学、鳥取大学、米子工業高等専門学校、岡

山大学惑星物質研究所及び鳥取看護大学 

 (2) 対象となる研究 

      別表第１「鳥取県環境学術研究等振興事業（環境創造部門）助成対象研究

項目一覧」の助成対象研究項目に該当する研究内容で、本県の環境の保全及

び快適な環境の創造に資するもの。 

 (3) 研究期間  ３年以内 

同一研究課題について、３年を超える研究期間を希望する場合は、研究終

了年度の翌年度に、鳥取県環境学術研究等振興事業評価委員会による研究成

果評価によって、延長の可否を判断することとし、再研究期間は最長２年ま

でとします。 

なお、本事業は各年度の予算で実施しているため、２年以上の期間を設定

した研究であっても、次年度以降の研究助成を確約するものではありません

ので御承知ください。 

 

２ 助成の対象となる経費 

 (1) 助成の対象となる経費は、別表第２「鳥取県環境学術研究等振興事業助成対

象経費及び算出基準」に該当する経費とします。 

 (2) 他の機関と共同研究を行う場合にあっては、事業対象機関の経費のみを助成

対象とします。 

 (3) 間接経費は直接費（研究助成費）の２０パーセント以内とします。 

 

３ 助成額 

研究１課題につき初年度は３００万円を上限（間接経費を含む。）とし、研

究期間が２年以上の研究においては、次年度以降は２００万円を上限とし、各

年度の予算の範囲内で助成額を決定します。 

なお、助成対象経費が１００万円を下回る調査研究は対象外とします。 

 

４ 応募書類 

   別添の「平成３０年度鳥取県環境学術研究等振興事業応募書類（環境創造部

門）」を用いて、該当する書類を各１部作成してください。 

なお、各様式は、鳥取県地域振興部教育・学術振興課のホームページからダ

ウンロードできます。 

   【HP アドレス】http://www.pref.tottori.lg.jp/271233.htm 

 (1) 研究計画書 

様式第１号 鳥取県環境学術研究等振興事業研究計画書（環境創造部門） 

      ・非公開としたい部分は、該当部分を罫線で囲うなどして明記してくださ

い。 



・新規に応募する場合は、研究課題の必要性、研究内容、期待される研究

成果等を分かりやすく説明した参考資料（パワーポイント等）を添付し

てください。 

・その他、研究の参考となる資料があれば添付してください。 

 (2) 収支予算書 

様式第２号 鳥取県環境学術研究等振興事業収支予算書（環境創造部門） 

     ・別表第２「鳥取県環境学術研究等振興事業助成対象経費及び算出基準」

を参考に年度ごとに作成してください。 

      ・消耗品であっても取得単価が５０，０００円以上のものは、可能な限り

記載してください。 

    ・当該年度の委託費及び備品の購入費は記載し、見積書、カタログなど額

の根拠となる書類を添付してください。ただし、次年度以降も研究を希

望する場合の次年度以降の根拠書類の添付は必要ありません。 

(3) 意見書 

様式第３号 鳥取県環境学術研究等振興事業意見書（環境創造部門） 

    ・新規に応募する場合は、研究成果の活用の可能性等を記入した県担当課

の意見書を添付してください。 

 (4) 継続応募分添付書類 

前年度から継続して応募される場合は、上記(1)(2)に加え、次の書類を添

付してください。 

・様式第４号 平成２９年度研究実績概要（環境創造部門・継続研究課題） 

・様式第５号 自己評価シート（環境創造部門・継続研究課題） 

 

５ 応募方法 

 (1) 各機関で応募書類を取りまとめて提出してください。 

   また、別途、電子ファイルでの提出もお願いします。 

 (2) 応募に関する問合せ及び応募書類の提出先 

    〒680-8570 鳥取市東町一丁目 220 番地 

     鳥取県 地域振興部 教育・学術振興課 

     電話 0857-26-7814 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ kyoikugakujyutsu@pref.tottori.lg.jp 

 

６ 応募期限  平成２９年１２月２８日（木）午後３時（提出期限厳守） 

 

７ その他応募に係る留意事項 

 (1) 本事業の予算成立は平成３０年３月ごろになります。予算不成立の場合は、

本事業の実施を中止することになりますので御了承ください。 

 (2) 応募のあった研究計画を審査し、評価の高いものから採択します。 

なお、新規研究の評価基準は別紙「評価シート（環境創造部門・新規研究課

題）」のとおりです。  

 (3) 新規の研究課題については、普及・活用の可能性の高いもの、行政施策への

活用、県民生活や社会への貢献が見込まれるものを優遇します。 

 (4) 一人の研究者が研究代表者として応募できる研究課題数は、１課題に限りま

す。 



 (5) 応募締切り後提出された研究計画及び収支予算のヒアリングを行う場合に、

ヒアリングに応じていただけない場合は、事業採択しませんので御承知くだ

さい。 

 (6) 助成の対象となった課題についての事業年度内の研究計画の変更及び助成

額の増額に係る変更は、原則として認めませんが、やむを得ず変更する場合

は、鳥取県との協議を必要とします。 

 (7) 助成の対象となった課題についての収支予算書に記載されていない備品及

び消耗品で取得単価５０，０００円以上の場合は、鳥取県との協議を必要と

します。 

 (8) 助成の対象となった課題についての事業年度内の研究の中止は、原則として

認めませんが、やむを得ず中止する場合は、鳥取県との協議を必要とします。 

また、研究を中止した場合においても、中止までの研究経過等を研究成果と

して取りまとめるものとします。 

 (9) ２年以上の期間を設定した助成の対象となった課題であって、途中の年度で

応募を取りやめる場合は、その理由を提出してください。 

(10) ２年以上の期間を設定した助成の対象となった課題であっても、各年度の

財政状況により予算が削減された場合、又は研究の進ちょく状況が当初計

画より著しく遅れている場合、研究目標の達成及び研究成果が著しく見込

まれない場合には、次年度以降の研究計画の見直し、又は研究への助成の

中止を決定することがありますので御承知ください。 

(11) 助成の対象となった課題について、年度の途中に研究の進ちょく状況を調

査します。 

 (12) 研究実施年度の研究実績（継続中も含む）については、次年度に報告書、

ポスター資料等をホームページ等で公開しますので、報告書、ポスター原

稿等の作成、研究発表会等への出席等について対応いただきます。 

 (13) 研究終了後は、これまでの研究結果を成果報告書として取りまとめ、実績

報告時に提出していただきます。（印刷物２部及び電子データ） 

 (14) 研究終了後は、研究成果の評価、成果の普及・活用状況を検証するための

調査を実施します。 

 

 

８ 今後のスケジュール（予定） 

   ■平成２９年１２月２８日（木）午後３時 応募締切り 

   ■平成３０年１月中旬～２月下旬     評価作業 

                       ・県関係部署の評価 

                       ・評価委員の評価 

   ■平成３０年２月下旬～３月上旬     評価委員会の開催 

   ■平成３０年３月下旬          採択研究課題の決定 

 

 

 

 

 
 



 研究計画書等の公表について 

  助成の対象となった研究に係る研究計画書及び実績報告書は、公表することが

適当でない部分を除き、ホームページ等に掲載する、関係機関に配布するなど、

県民への公開を前提としています。応募に当たっては、次の点に注意して応募書

類等を作成してください。 

 

 ○非公表とする記述部分は、次の方法により確認し、及び決定します。 

  ・研究者又は研究代表者は、研究計画書及び実績報告書中に非公表としたい記

述部分及びその理由を明確に記載してください。 

  ・非公表とする理由の妥当性について事務局が審査した上で、該当機関と協議

し、非公開とするかどうか決定します。協議の結果、合意が得られない場合

は、審査・選考の対象から除外します。 

 

 ○記述に当たっての留意事項 

「特定の個人が識別され又は識別され得る個人に関する情報」、「特定の個

人を識別することはできないが、公表することにより、個人の権利利権が害さ

れるおそれのある情報」、「公表することにより法人等又は事業を営む個人の

権利、競争上の地位その他正当な利益が損なわれると認められる情報」、「未

成熟な情報であり、公表することにより、誤解や憶測によって県民の間に混乱

を生じさせ、特定のものに不利益を及ぼすおそれがある情報」等ついては、特

に配慮してください。 

 

（参考） 

  ○応募書類は、評価委員会の他、評価委員会が定めた者から意見等を求める場

合にあってはその者に非公表部分も含めて提供することがあります。 

  ○応募書類（助成対象外となったものも含む。）は公文書として取り扱われる

ことから、開示請求があった際、鳥取県情報公開条例第９条第２項各号に掲

げる情報が含まれている場合には開示（部分非開示を含む）しないこととな

ります。 

  ○なお、開示、非開示は、具体の開示請求があった際に個別に判断されます。 

 

 

鳥取県の環境施策情報 

鳥取県の環境施策等に関する情報は、鳥取県のホームページで公開しています

ので、研究計画書の作成等の参考としてください。 

  

 ○鳥取県環境基本計画 

  （環境に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な計画） 

     【HP アドレス】http://www.pref.tottori.lg.jp/jisedaipro/ 

 ○とっとり環境イニシアティブプラン 

（第２期とっとり環境イニシアティブプラン） 

【HP アドレス】http://www.pref.tottori.lg.jp/254936.htm 
 



 

 

別表第１ 

鳥取県環境学術研究等振興事業（環境創造部門）助成対象研究項目一覧 

助成対象研究項目 ＜参考＞ 第２期とっとり環境イニシアティブプラン 

大分類 小 分 類 プログラム目標 施  策 

Ⅰ  

【エネルギ

ーシフト】 

 

エネルギー

シフトの率

先的な取組

み 

１  

温室効果ガス削減に向

けた再生可能エネルギ

ーの導入 

○持続可能なエネルギーへの転換や

地球温暖化防止対策に向けて、景

観や生態系への影響に配慮しつつ

身近にある再生可能エネルギーを

利活用する設備の導入を加速する

ことで、県内設置の再生可能エネ

ルギー設備を平成30年度末までに 

92万ｋＷへ導入を図ります。 

①発電事業者に対する支援 

②バイオマス・地熱の熱利用促進 

③家庭等への導入促進 

④率先導入と各種規制緩和の実現 

２  

エネルギー資源多様化

促進の検討 

○未利用エネルギーや二酸化炭素排

出量が少ないエネルギー等の導入

促進を図ります。 

○エネルギー資源の多様化を促進す

ることで、特定の資源への依存度

を下げ、リスクの分散による安定

的なエネルギー供給体制を促進し

ます。 

①既存設備の高度化と転換 

②新たなエネルギー源の導入検討 

３  

スマートコミュニティ

の推進 

○再生可能エネルギーの導入拡大や

エネルギー資源の多様化により地

域のエネルギー自給率を高めたう

えで、地域に導入した設備を効率

的に活用し、安定的にエネルギー

が供給される地域エネルギー社会

を構築することで、エネルギーの

地産地消による地域内経済循環を

進めます。 

○地域単位で行われる市町村や市民

団体によるエネルギーに関する取

組を支援し、県全体で低炭素かつ

安定的なエネルギー需給構造への

転換を図ります。 

○県内の電力自給率を平成30年度末

までに35％へアップを図ります。 

○再生可能エネルギーの電力量と、

一般家庭や中小事業者等が消費し

ている電灯等低圧受電で消費する

電力量との比較について、平成30

年度末に97％とすることを目指し

ます。 

①マイクログリッドモデルの構築 

②地域エネルギー事業の確立 

③地域エネルギー社会構築の担い手

育成と活動支援 

４ 

再生可能エネルギー導

入に併せた新たな仕組

みや技術の創出 

○再生可能エネルギー導入促進に必

要な新たな技術開発や施工・維持

管理技術向上による産業・雇用の

創出を図ります。 

○エネルギーの多様化や効率的な高

度利用、地域での富の循環などを

実現するために必要な人材を育成

し、地域エネルギー社会の普及啓

発に努めます。 

○電気や熱に加えて水素エネルギー

など新しい二次エネルギーの利用

が日常生活や産業活動で推進され

るように普及啓発を行います。 

○メタンハイドレートなど海洋資源

開発に向けた新技術の調査・開発

の担い手になる高度技術者の育成

を支援します。 

①新たなエネルギー技術の開発促進

及び普及啓発 

②技術者養成とメンテナンス体制の

確立 

③次世代エネルギーパークを活用し

た環境教育や保全活動の推進 

④メタンハイドレート調査開発を担

う高度技術者の育成 



 

 

助成対象研究項目 ＜参考＞ 第２期とっとり環境イニシアティブプラン 

大分類 小 分 類 プログラム目標 施  策 

Ⅱ  

【環境実践

の展開】 

 

NPOや地域・

企業などと

連携・協働

した環境実

践の展開 

１  

環境教育・学習の推進 ○すべての主体が連携・協働して環

境教育・学習を促進し、環境問題

解決に向けて自ら考え行動する人

を育てます。 

①ＴＥＡＳ（鳥取県版環境管理シス

 テム）の普及促進 

②教育機関における実践的環境教育

 ・学習の促進 

③環境教育・学習の質の向上 

④関係機関との連携強化 

２  

企業・家庭における環

境配慮活動の推進 ○ＮＰＯや地域・企業等が一体とな

り、県民運動として環境配慮活動

をすすめ、エネルギー使用量の削

減を推進することで持続可能な社

会を目指します。 

①ＮＰＯとの連携及び人材の育成 

②省エネ診断の普及促進 

③ＴＥＡＳ（鳥取県版環境管理シス

テム）の普及促進 

④ＬＥＤ化をはじめとした省エネ対

 策の推進 

⑤省エネ・省資源活動の徹底 

⑥環境に配慮した建築物の推進 

⑦優良取組の普及促進 

３  

社会システムの転換 
○ＮＰＯや地域・企業等が一体とな

り、公共交通機関・自転車などの

利用促進、ＥＶ（電気自動車）・

ＰＨＶ（プラグインハイブリッド

車）タウン化の推進等を通じ、モ

ーダルシフト（交通手段の転換）

を推進するとともに、次世代エネ

ルギーである水素エネルギーの活

用を図り、低炭素社会の実現に向

けた社会システムの転換を図りま

す。 

①モーダルシフトの推進 

②ＥＶ・ＰＨＶタウンの推進 

③水素エネルギーの推進 

④気候変動の影響に対する適応策 

Ⅲ  

【 循 環 社

会】 

 

環境負荷低

減の取組み

が経済活動

として成立

する社会経

済システム

の実現 

１  

４Ｒ社会の実現 
○大量生産、大量消費、大量廃棄型

の従来の社会のあり方やライフス

タイルを見直し、廃棄物を資源と

して循環させるリサイクルを推進

するとともに、より環境への負荷

が少ないリフューズ・リデュース

・リユースの取組による発生抑制

を推進し、４つのＲが定着した循

環型社会の形成を目指します。 

①実効性のあるごみ減量・リサイク

ルの推進 

②県民との協働による実践活動の拡

大 

③排出事業者の自主的な取組の推進 

④産業廃棄物のリサイクルの向上と

 最終処分量低減の促進 

２  

リサイクル産業の振興 
○持続可能な循環型社会の形成を進

めていくためには、４Ｒ社会の実

現に向けた取組と併せて、リサイ

クル産業の振興を推進していくこ

とも重要であることから、リサイ

クル技術の開発や事業化、リサイ

クル施設の整備に対して助成等を

行うとともに、新たなリサイクル

ビジネスの定着や拡大を図る取組

に対して支援するなど、リサイク

ル産業の振興への取組を強化しま

す。 

①本県の特色あるリサイクルビジネ

スの推進 

②リサイクル産業への参入促進と既

 存企業の成長支援 

③リサイクル製品の利用促進と販売

促進 

④地域の強みを活かした更なるリサ

 イクル産業の育成に向けて 

 

 

 

 

 

 



 

 

助成対象研究項目 ＜参考＞ 第２期とっとり環境イニシアティブプラン 

大分類 小 分 類 プログラム目標 施  策 

Ⅲ  

【 循 環 社

会】 

 

環境負荷低

減の取組み

が経済活動

として成立

する社会経

済システム

の実現 

３  

低炭素社会との調和 
○焼却施設の二酸化炭素排出抑制や

エネルギー・熱回収による環境に

配慮した施設への転換を図りま

す。また、廃棄物の分別徹底を進

め、資源化の推進とともに固形燃

料としての利用促進により、化石

燃料の消費抑制を図り、「循環型

社会」と「低炭素社会」との調和

を目指します。 

①温室効果ガスの発生抑制 

③廃棄物由来のエネルギー・熱回収

 の推進 

４  

廃棄物の適正処理体制

の確立 

○市町村等の関係機関と連携して、

不適切な廃棄物や不用品の処理の

監視を徹底するとともに、県民へ

の注意喚起により、適正な資源の

リサイクル推進を図ります。ま

た、優良な処理業者等の育成や廃

棄物処理施設等に対する監視指導

を徹底するとともに、不法投棄の

撲滅や災害に備えた廃棄物処理体

制の充実に努めます。 

①産業廃棄物の適正処理の推進 

②不法投棄の撲滅 

③災害廃棄物等の適正な処理体制の

確保 

Ⅳ  

【 安 全 ･ 安

心】 

 

安全で安心

して暮らせ

る生活環境

の実現 

１  

大気・水・土壌環境の

保全と地下水の適正管

理 

○安全で快適に暮らせる大気・水・

土壌環境づくりと持続可能な地下

水利用を推進します。 

①大気環境の保全と騒音・振動・悪

 臭の対策 

②水環境と土壌環境の保全 

③持続可能な水資源の利用 

２  

環境汚染化学物質の適

正管理 

○環境汚染化学物質の実態把握と適

正管理・排出抑制により環境リス

クを削減し、安全で安心な環境を

確保します。 

①環境汚染化学物質の適正管理 

３  

環境影響評価の推進 
○大規模な開発事業等の実施に当た

り適切かつ円滑な環境影響評価を

推進し、環境への影響の回避や低

減を図ります。 

①環境影響評価の推進 

４  

北東アジア地域と連携

した環境保全の推進 

○北東アジア地域と連携して、環日

本海地域における環境問題の課題

解決に向けた取り組みを推進しま

す。 

①北東アジア地域と連携した環境保

 全の推進 

Ⅴ  

【 自 然 共

生】 

 

自然がもた

らす恩恵を

持続的に享

受できる健

全な自然生

態系の確保 

１  

三大湖沼の浄化と利活

用の推進 

○三大湖沼（中海、湖山池、東郷

池）の水質改善を進めるなど、保

全・再生を図り、その利活用を推

進します。 

①県内三大湖沼（中海、湖山池、東

 郷池）の浄化対策の推進 

②ラムサール条約登録湿地の保全と

 活用 

２  

生物多様性・健全な自

然生態系の保全 

○生物多様性の回復と適切な動植物

の保護・管理を進めます。 

①生物多様性戦略の策定と推進 

②野生生物の保護と管理 

③里地里山の再生 

３  

農地、森林等の持つ環

境保全機能の確保 
○環境に負荷の少ない農業を進める

とともに、森林の整備・保全を図

り、農地・森林の持つ多面的機能

を高めます。 

①有機・特別栽培農産物等の総合的

な支援 

②県産材使用の推進 

③森林所有者等による森林整備の推

 進 

④公益的機能の高い森林の公的整備

 の推進 

４  

人と自然とのふれあい

の確保 

○豊かな自然環境の保全と地域固有

の環境資源を活用した地域づくり

を推進し、人と自然のふれあいの

場として確保します。 

①自然公園の利用促進と地域で進め

る鳥取の緑づくり 

②環境資源を活用した魅力ある地域

づくり 



 

 

助成対象研究項目 ＜参考＞第２期とっとり環境イニシアティブプラン 

大分類 小 分 類 プログラム目標 施  策 

Ⅵ 

【景観・快

適さ】 

 

美しい景観

の保全とと

っとりらし

さを活かし

た街なみづ

くりの推進 

１ 

美しい景観の保全と創

造 

○良好な景観の保全と創造に努めま

す。 

①住民参加と多様な主体の協働連携

 による景観まちづくりの推進 

②景観に配慮した制限と誘導 

２ 

歴史的、文化的街なみ

の保全と整備 

 

○後世に残すべき歴史的・文化的な

街なみに対する理解を高めて保存

・整備し、持続可能な街づくりを

進めます。 

①歴史的・文化的街なみの保存と整

 備 

※助成対象研究項目は、第２次鳥取県環境基本計画（H24年3月改定）より抜粋 

 

 



 

 

別表第２ 

鳥取県環境学術研究等振興事業助成対象経費及び算出基準 

 

経費区

分 

経費内訳 経費の内容及び算出基準 

人件費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報 酬 

 

 

 

 

 

○補助職員、専門家、協力者の労務の提供に対する経費 

(1)対象機関、共同研究機関、協力機関等の職員等に対する給与・報酬に

充てることはできない。 

(2)アルバイト等補助職員に対する報酬は、7,110 円/日（930 円/時間）、

専門家、協力者に対する報酬は、10,440 円/日（1,370 円/時間）を目

安とする。 

旅 費 

 

 

 

 

 

 

 

○補助職員、専門家、協力者の労務の提供に際して旅行を伴う場合の交通

費、宿泊料 

○調査、会議への出席等に要する交通費、宿泊料 

(1)交通費とは、鉄道賃、船賃、航空賃をいう。 

(2)鉄道賃の額は、特急、急行料金、座席指定料を含み、グリーン料金は含

まない。 

(3)宿泊料は、一泊につき、県外宿泊の場合は 10,900 円、県内宿泊の場

合は、8,200円を目安とする。 

研究費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委託費 

 

 

 

○アンケート調査、データ集計、プログラム開発、設備・機械等の保守を

外部に委託する場合の委託費 

※委託の金額が、助成対象経費の 50%を超える場合又は研究の中核となる

部分が含まれている場合は、委託は不可とする。 

備品費 

 

 

 

○取得単価が 50,000 円以上の器具類、標本、図書、光学機械、工作機械、

動物等の購入費 

（当該研究に固有かつ不可欠なものに限る。パソコン、プリンター等の一

般的な備品については、原則対象外とする。） 

消耗品費 

 

 

 

 

 

 

 

○一般事務用品、専門誌、試験用薬品、各種消耗品、器材等の修繕費 

○取得単価が 50,000 円未満の器具類、標本、図書、光学機械、工作機械、

動物等の購入費 

○試験・研究に使用する加工用原材料等の購入費 

○実験動物の飼料購入費 

 ＊取得単価が 50,000 円以上であっても、パソコンソフト、分析装置等の

部品は消耗品として扱う。（ただし、単価が 50,000 円以上のパソコン

ソフトについては、見積書、カタログなど額の根拠となる書類が必

要。） 

会議費 ○会場借上料（会議等の会場使用料） 

印刷製本費 

 

○文書、図面等の印刷経費、写真の現像料、研究成果等の製本の経費等 

 

その他経費 

 

 

○機械借上料 

○筆耕料、翻訳料、通訳料等 

○試験・検査・鑑定手数料 

そ の 他

経費 

 

 

○管理費等の間接経費 

 

（備考） 

 １ 本表は、助成対象となる経費の考え方を示したものであり、予算の執行等に当たり、関係法令、ま

たは各高等教育機関が定める規定の適用を妨げるものではない。 

 ２ 関係法令又は各高等教育機関が定める規定等により支出ができない経費については、これを対象と

しない。 

３ 算出基準の定めのない経費については、過去の実績や見積書、カタログ、料金表などにより実費相

当を算出することとする。 

  ４ 委託費、備品費については、見積書、カタログ等、金額の根拠となる書類を添付すること。 

 



年間

評価
項目

評価内容 評価のポイント 評　価　の　指　標
意　　見　　等

（２点以下は必ず記入）

・研究ニーズが非常に多い。 （５点）

・研究ニーズが多い。 （４点）

・研究ニーズがおおむね適正である。 （３点）

・研究ニーズが少ない。 （２点）

・研究ニーズが非常に少ない。 （１点）

・緊急性､公共性・公益性・施策関連性
が非常に高い。

（５点）

・緊急性､公共性・公益性・施策関連性
が高い。

（４点）

・緊急性､公共性・公益性・施策関連性
がおおむね適正である。

（３点）

・緊急性､公共性・公益性・施策関連性
が低い。

（２点）

・緊急性､公共性・公益性・施策関連性
が非常に低い。

（１点）

・研究計画、目標が非常に優れてい
る。

（５点）

・研究計画、目標が優れている。 （４点）

・研究計画、目標がおおむね適正であ
る。

（３点）

・研究計画、目標が不十分である。 （２点）

・研究計画、目標を見直す必要があ
る。

（１点）

・研究成果が十分に見込まれる。 （５点）

・研究成果が見込まれる。 （４点）

・研究成果がほぼ見込まれる。 （３点）

・研究成果が低い。 （２点）

・研究成果がほとんど見込まれない。 （１点）

・普及、活用が十分に見込まれる。 （10点）

・普及、活用が見込まれる。 （８点）

・普及、活用がほぼ見込まれる。 （６点）

・普及、活用の可能性が低い。 （４点）

・普及、活用の可能性が非常に低い。 （２点）

評　価　シ　ー　ト　（環境創造部門・新規研究課題）

研　究　課　題　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研究期間：

評価委員氏名：

別紙

②
緊急性・公
共性・公益
性・施策関
連性

○課題解決の緊急性
 ・問題点が明確で、課題解決の優先
度が高いか。
○課題の公共性・公益性
 ・研究の実施が県民のメリットになる
か。
 ・研究に関係のある他機関との連携
がとれているか。又は連携が可能か。
○課題の施策関連性
 ・行政の推進施策とマッチしている
か。

総　　　合　　　評　　　価
（①＋②＋③＋④＋⑤)

評　　　価
(該当に「○」)

研
究
計
画
の
妥
当
性

③
研究計画・
研究目標

○研究計画、目標の整合性
 ・研究計画、目標設定が具体的で適
正か。
 ・研究手段は適正か。また、研究期
間内での目標達成は可能か。
 ・調査対象機関等に研究協力が得ら
れるか。
・研究年数は妥当か（長すぎることは
ないか）

学校名・学部学科名・職名・研究者名：

研
究
課
題
の
必
要
性

①
研究ニー
ズ（現場
ニーズ）

○研究ニーズの明確性
 ・研究ニーズの存在とニーズの内容
が具体的であるか。
○研究ニーズの将来性
 ・研究ニーズが今後も見込めるか。

研究者への指導・助言事項

期
待
さ
れ
る
研
究
成
果

④
研究成果

○研究成果
 ・目標とする研究成果が達成可能な
ものであるか。
 ・研究成果が具体的に設定されてい
るか。
・基礎研究の場合の実用化研究への
活用見込み
・特許権等の知的財産権の取得の見
込み

⑤
普及・活用
の可能性

○研究成果の普及・活用の可能性
 ・普及・活用が見込まれるか。また、
現場への普及・活用の内容・手段が
具体的であるか。
 ・行政施策への活用、県民生活や社
会への貢献が見込まれるか。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年度 

 

鳥取県環境学術研究等振興事業（環境創造部門） 

応募書類 

 

 

 

 
様式第１号 鳥取県環境学術研究等振興事業研究計画書（環境創造部門） 

 

様式第２号 鳥取県環境学術研究等振興事業収支予算書（環境創造部門） 

 

      様式第３号 鳥取県環境学術研究等振興事業意見書（環境創造部門） 

 

様式第４号 平成２９年度研究実績概要（環境創造部門・継続研究課題） 

 

様式第５号 自己評価シート(環境創造部門・継続研究課題) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

様式第１号 

 

鳥取県環境学術研究等振興事業研究計画書（環境創造部門） 

 
作成年月日：平成  年  月  日 

 

（応募の区分： 新規応募（  年間）・継続応募（  年目/  年間）） 

研究者又は 

研究代表者 

氏  名 
（ふりがな） 

 

所属研究機関 

部局・職・ 

連絡先 

 

 

 

電話番号 

電子ﾒｰﾙ 

研究課題名 

〔研究内容の分かる適切な名称としてください〕 

分類 
（該当する別表第１「鳥取県環境学術研究等振興事業（環境創造部門）助成対象

研究項目一覧」に掲げる課題分類番号を記載してください。例：Ⅲ-2） 

 

 

研究課題の

必要性 

〔研究の目的・背景・意義について分かりやすく具体的に記してください。〕 

 

研究内容 

 

〔研究内容、研究の特徴について分かりやすく具体的に記してください。〕 



 

期待される

研究成果 

〔期待される研究成果及び成果の普及・活用方法についての構想を具体的に記してくださ

い。〕 

・行政施策への活用、県民生活や社会への貢献の可能性 

・研究成果の応用分野及び具体的な製品、実用化先（業種など） 

 

 

 

研究計画と

研究目標 

年度 研究計画・研究方法 研究目標 

初年度 

〔各年度の研究計画・研究方法を箇条書きで

簡潔に記してください。また、継続応募につ

いても前年度までの計画書の内容を記してく

ださい。〕 

〔研究目標を数値等を用いながら

箇条書きで簡潔に記してくださ

い。また、継続応募についても

前年度までの計画書の内容を記

してください。〕 

２年度 

〔同上〕 〔同上〕 

３年度 

〔同上〕 〔同上〕 

同じ機関の

共同研究者

又は協力者 

所属・職・氏名 役 割 

  

他の機関の

共同研究者

又は協力者 

所属・職・氏名 役 割 

  

主な経費の

必要性 

〔備品購入などで高額な経費を必要とするもの、その他特に詳細な説明が必要と思われる

ものについては、その必要性を記してください。〕 



 

応募年度の 

研究経費 

県 助 成 額                  千円 

上記以外の助成等の金額       千円 

研究期間 

開始予定  平成   年   月 

 

完了予定  平成   年   月 

〔継続研究については、研究開始年度から記してください。〕 

研究実施に

当たっての

要望等 

 

注１）「応募の区分」は、該当する部分に○を付けてください。 

 ２）研究計画内容の参考となる資料があれば添付してください。 

 ３）研究者の特許権の取得にかかわる内容など非公開としたい部分は、罫線で囲うなどして明確にしてく 

  ださい。 

 ４）計画書は、フォントは明朝体、フォントサイズは１０ポイントで作成してください。 

また、様式の枠にとらわれず、複数ページになっても構いませんので分かりやすく記入してください。 

 ５）計画書は白黒でコピーしますので、黒以外のカラー文字や強調文字は使わないで、強調したい部分が 

  あれば、アンダーラインを付けてください。挿入図や写真もできるだけ白黒コピーしても分かるように 

  工夫してください。難しい場合は、添付資料として添付してください。 

 

 

 



 

様式第２号 

鳥取県環境学術研究等振興事業収支予算書（環境創造部門） 
 

研究課題名                                    

 

（   年度） 

区   分 金額(千円) 積 算 基 礎 等 

収 
 

入 

県 助 成 金              

 

上記以外の収入              

 

計  

 

支 

出 

人 件 費              

 

研 究 費              

 

そ の 他              

 

計  

 

注１）「（  年度）」には、研究計画の初年度・２年度・３年度の区分を記載してください。 

 ２）「積算基礎等」には、内容、単価、数量（人数）等を記載してください。 

 ３）「研究費」のうち、委託費、備品の購入費については、見積書、カタログなど額の根拠となる書類

を必ず添付してください。 

 ４）間接経費が必要な場合は、「その他」の欄に記載してください。なお、間接経費は、助成対象経費

の中に含まれます。 

 

 

 

 

 



 

様式第３号 

鳥取県環境学術研究等振興事業意見書（環境創造部門） 
 

平成  年  月  日 

研究課題名  

研究代表者名  

上記の研究により 

期待される研究成果等 
 

研究成果の普及・活用

の可能性 

（例：県施策に反映で

きると想定される活用 

方法、又は、活用につ

なげるための助言等） 
 

（県担当課記載） 

 

 

県担当課 

連絡先 

（県担当課記載） 

所 属  

氏 名  

連絡先 
電 話 （      ）     － 

メール  

 

 

 

 

 



 

様式第４号 

平成２９年度研究実績概要（環境創造部門・継続研究課題） 
 

作成年月日：平成  年  月  日 

 

研究期間（  年目/  年間） 

研究者又は 

研究代表者 

氏  名 
（ふりがな） 

 

所属研究機関 

部局・職・ 

連絡先 

 

 

 

電話番号 

電子ﾒｰﾙ 

研究課題名 〔研究計画書に記載した課題名を記す。〕 

研究実施状

況 

〔当初の研究計画書に記した「研究計画と研究目標」の内容に沿って、本年度の研究の現

時点の実施状況及び本年度の研究終了時までに実施予定の研究内容を記してください。〕 

 

研究結果及

び成果 

〔本年度の研究結果及び研究成果について、具体的に記してください。データ等の添付資

料があれば、添付してください。本年度の研究で得られた知見・技術等の他に、特許の申

請・論文発表・学会発表等の実績についても記してください。〕 

 

残された課

題等 

〔本年度予定していたが実施できなかった研究内容、次年度に繰り延べる研究内容、新た

に発生した解決を要する課題等があれば記してください。〕 

注１）この様式の作成時点の実績を記してください。 

２）研究者の特許権の取得にかかわる内容など非公開としたい部分は、罫線で囲うなどして明確にしてく

ださい。 

 ３）計画書は白黒でコピーしますので、黒以外のカラー文字や強調等は使わないでください。強調したい

部分があれば、アンダーラインを付けてください。挿入図や写真もできるだけ白黒コピーしても分かる

ように工夫してください。無理な場合は、添付資料としてください。 

 

 

 



評価
項目

評価内容 評価のポイント 評　価　の　指　標
理　由　等

（２点以下は必ず記入）

・研究が計画よりも進んでいる。 （５点）

・研究がおおむね計画どおり進んでいる。 （４点）

・研究が遅れているが計画に問題ない。 （３点）

・研究が遅れている。計画を見直す必要があ
る。

（２点）

・研究が非常に遅れている。全面的に見直す
必要あり。

（１点）

・目標を上回る。 （５点）

・目標達成がほぼ見込まれる。 （４点）

・目標達成に至らないが、研究成果が見込ま
れる。

（３点）

・目標達成が難しくなってきている。 （２点）

・目標達成が見込まれない。 （１点）

・研究成果が十分に見込まれる。 （５点）

・研究成果が見込まれる。 （４点）

・研究成果がほぼ見込まれる。 （３点）

・研究成果が低い。 （２点）

・研究成果が見込まれない。 （１点）

総合評価
　（①＋②＋③）

○研究の進捗状況
 ・試験研究が計画どおりに進んでいる
か。また、順調に成果を上げているか。
○当初の研究計画の点検
 ・当初の研究計画に無理はなかった
か。また、変更・見直しの必要性はない
か。

様式第５号

　　自　　己　　評　　価　　シ　ー　ト　（環境創造部門・継続研究課題）

評　　　価
(該当に「○」)

③
研究成果

○研究成果の普及・活用の可能性
 ・普及・活用が見込まれるか。また、現場
への普及・活用の内容・手段が具体的であ
るか。
 ・行政施策への活用、県民生活や社会へ
の貢献が見込まれるか。
○その他事項
 ・基礎研究の場合は実用化研究への活用
の見込み。
 ・特許権等の知的財産権の取得の見込
み。

関係機関等への要望等

研究
継続
の妥
当性

①
進捗状況

　（研究期間：　　年目/　　年間）研究課題　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

②
目標達成
見込み

　学校名・学部学科名・職名・研究者名：

○研究目標の達成見込み
 ・研究の進捗状況から研究目標の達
成は可能か。


